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１ 第３回委員会の進め方について

２ 第２回委員会での主要意見と対応方針

３ 長期構想の基本戦略（案）について

４ 将来像を実現するための主要施策（案）について

５ 長期的な港湾空間利用方針（案）について

６ その他（次回開催予定、連絡事項等）
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はじめに
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（はじめに）長期構想の進捗状況

仙台塩釜港長期構想 （中間案）

仙台塩釜港のあるべき姿・役割、基本戦略、主要施策、空間利用

長期構想の策定・公表

現地視察
（R７年７月28、29日）

現地視察 （４港区の現状・役割を確認、今後求められる課題等について確認）

パブリックコメント

仙台塩釜港長期構想 （案）

第１回 委員会・幹事会
（合同開催）

R7年５月２３日

仙台塩釜港の概要 仙台塩釜港の現状

仙台塩釜港の課題

懇談会の振返り 港湾を取り巻く環境変化

上位・関連計画

物流 防災・施設維持 環境 観光・交流

第２回 幹事会
（R7年１１月5日） 仙台塩釜港長期構想策定方針

（２０～３０年後の目指す姿・役割、基本戦略）第２回 委員会
（R７年１１月２８日）

「仙台塩釜港の将来像・目指すべき方向性」

将来像： 宮城・東北の経済をけん引し、にぎわいと活気にあふれ、自然と共生する強靱な仙台塩釜港
R6年3月とりまとめ

明日の仙台塩釜港
を考える懇談会

今回
第３回 幹事会
（R8年2月13日）

第３回 委員会
（R８年3月24日）

第４回（予定）
委員会（幹事会）
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※必要に応じて随時の意見照
会や委員会（幹事会）を追加開
催する場合があります。



１ 第３回委員会の進め方について
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長期構想（中間案）に対するパブリックコメントの実施

今回の議論を踏まえ、長期構想（中間案）の修正・とりまとめ

第３回委員会でご議論いただきたい内容

１ 第２回委員会資料の修正について

⚫ 第２回委員会でのご意見を踏まえ、第２回委員会で提示した課題や基本戦略（案）について、
修正した内容をご確認いただく。

ご意見の内容が適切に反映されているかご意見を伺いたい。

２ 将来像を実現するための主要施策（案）について

⚫ 各基本戦略における主要施策を提案する。

主要施策の妥当性、課題を踏まえた効果的な施策等についてご意見を伺いたい。

１-1．第３回委員会の進め方について
１．第３回委員会の進め方について

３ 長期的な空間利用方針（案）について

⚫ 各主要施策を展開する上での空間利用方針を提案する。

効率的・効果的な空間利用となっているか等についてご意見を伺いたい。
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パブリックコメントと並行して各委員へ意見照会を実施

長期構想（案）のとりまとめ 第４回委員会へ



１-2．長期構想（中間案）の構成

１．仙台塩釜港の将来像
１.1 これからの社会における港の役割

1.2 仙台塩釜港の将来像

１） 宮城・東北の経済をけん引する港

2) 災害対応に強い強靱な港

3) 自然環境と共生する港

4) にぎわいと活気にあふれる港

1.3 港湾で取り扱う貨物量の将来見通し

1) 仙台塩釜港の物流ネットワーク

2) 将来における貨物量の見通し

２．将来像実現に向けた基本戦略

2.1 基本戦略のコンセプト

2.2 ４つの分野における基本戦略

戦略1 物流戦略

戦略2 防災・維持管理戦略

戦略3 環境戦略

戦略4 観光・交流戦略

３．各戦略における主要施策

3.1 戦略・主要施策の体系図

3.2 各戦略における主要施策

戦略1 物流戦略

戦略2 防災・維持管理戦略

戦略3 環境戦略

戦略4 観光・交流戦略

４．長期的な港湾空間の利用方針

  4.１ 長期空間利用の考え方

4.２ 長期空間利用計画

５．長期構想の実現に向けて

５.1 実現に向けたロードマップ

５.2 港湾計画での対応方針

５.3 長期構想策定後の取扱い

【資料編】

１）仙台塩釜港の現状・課題

２）長期構想の位置付け

３）仙台塩釜港のあらまし

４）仙台塩釜港をとりまく社会情勢変化

５）関連計画

６）委員名簿

７）用語集

中間案
（今 回）

１．第３回委員会の進め方について
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最終案
（次回以降）

※骨子は、前回委員会・
幹事会の御意見を踏まえ
一部修正しています。

今回 御議論
いただく部分

•過年度の懇談会
•前回委員会まで



２ 第２回委員会での主要意見と対応方針
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（１） 日 時
         令和７年１１月２８日（金） 午後２時から４時まで

（２） 場 所
         仙台国際センター 展示棟

（仙台市青葉区青葉山８－１）

（３） 出席者
         学識経験者、経済団体、港湾関係者、国・関係市町
        （委員 全３３名中３０名参加） 対面・web

（４） 内容
◯これまでの議論や現地視察を踏まえた課題
・論点の整理について

◯長期構想の基本戦略（案）について
○長期構想の骨子（案）について
○貨物量の将来需要推計 など

2.第２回長期構想委員会の結果

１ 第２回委員会の開催概要 ２ 各分野における主な意見

【物流・産業】
• 物流にしろ人流にしろ、港だけでは完結しない。陸上交通
との連携によりスムーズな物流・人流が実現できるという
視点が重要。

【防災】
• 南海トラフ地震等の発生時のバックアップ体制（仙台塩釜
港の役割）については、広域的な視点から考える必要があ
る。

【施設整備・維持】
• 塩釜地区については、浚渫土砂の処分、用地確保に向けた
新たな土地の創造を目指す必要があるのではないか。

【観光・交流】
• 観光振興においては、ハード整備だけでなく特に、松島港
区から塩釜港区への周遊を促すソフト対策や、食文化の発
信などの魅力づくりが不可欠である。

【環境】
• カーボンニュートラルポート（CNP）の形成にあたっては、
化石エネルギーなどの転換が、関連する中小企業の経営
や雇用に与える影響についても考慮し、技術開発や排出抑
制技術の活用も含めた対応策を記載すべき。

【その他】
• 「統合港湾」から「総合港湾」へのコンセプトの転換につい
て、単なる足し算ではなく、機能の重複を許しつつ全体最
適を図るものであることを、県民にも分かりやすく説明す
る必要がある。

• 港湾がもたらす経済効果に加え、雇用創出効果や住民満
足度の向上といった「社会的価値」を可視化し、地域社会
への貢献を県民に分かりやすく示すことが重要である。
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２ 第２回委員会での主要意見と対応方針
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全体に対するご意見（1/2）

主要意見 対応 対応案 対応箇所

①「課題⑤：海面処分場の確保」につい
ては、何のために必要なのか説明を
追加した方が良い。 修正

⚫ 資料の記載を「浚渫土砂の適正処分と用地需要に対応した
海面処分場の確保」という表現に修正しました。 資料４

P.16

②「統合」と「総合」は何が違うのか、も
う少しわかりやすく表現できないか。

記載
削除
・
表現
修正

⚫ 主旨としては、従来の方針からさらに発展的な視点に立って、
各港区の機能特化のみならず、１つの機能を複数港区で担う
連携・補完体制の構築による「総合港湾」を目指すことを表
現したいと考えたものですが、これまでの機能特化の考え方
が「三港統合」の象徴的な整備方針であるという前提条件が
必要となるため、分かりにくい表現であったと考えます。

⚫ 「統合」からの方針転換ではなく、また、差別化を特に強調し
たいものではないことから、「統合」と対照的な表現とするこ
とを改め、「総合港湾」の主旨をわかりやすく伝える表現に
努めます。

記載削除
資料４
P.13

資料を参考
資料へ移動
資料４
P.14

③20年後に予測される港湾労働のAI
化・ロボット化を意識した構想にして
ほしい。

修正
⚫ 資料の記載を「脱炭素化の進展、DX・GXの進展、クルーズ
振興・・」という表現に修正しました。 資料４

P.１3

④住民に港湾の存在価値をわかっても
らうことが大事である。（港湾の地域
社会への貢献の見える化） 反映

⚫ 長期構想の冒頭部において、港湾と社会や人々の暮らしと
の関わりについての説明を加えます。

⚫ なお、専門用語が多いため、付属資料として用語集を挿入し、
一般の方にも御理解いただけるように工夫します。

（本文
中間案に
反映）
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全体に対するご意見（2/2）

主要意見 対応 対応内容 対応箇所

⑤現長期構想の戦略３「一体港湾として
民営化」とあるが、想定されている民
間パートナー先はいるか。 ー

⚫ 現時点で、仙台塩釜港における民営化を目的とした民間パー
トナーはおりません。

⚫ 港湾運営の民営化については、引き続き、他港事例を研究す
るとともに、関係者とも十分に意見交換しながら、慎重に検
討してまいります。

－

⑥長期構想表紙（案）について、県民が
港に親しみを持てる水辺空間のイ
メージを追加したらどうか。 反映

⚫ 長期構想の表紙や本文中において、ご指摘の水辺空間のイ
メージを追加するよう検討します。 （本文

中間案
に反映）

⑦今後、30年後は大きく変化すること
が想定される。４つの戦略について、
戦略の見直しの可能性について、担
保しておく必要がある。

反映

⚫ 長期構想の本文中において、４つの戦略を含め、「長期構想
について定期的に見直しを行う」ことを追記します。 （本文

中間案
に反映）

⑧全体コンセプトについて、”機能再編・
再構築による、あらゆるニーズに応え
る「総合港湾」へ”に見直したらどうか。 修正

⚫ 全体コンセプトについて、【仙台塩釜港の全体最適化により、
あらゆるニーズに応える「総合港湾」へ】という表現に修正し
ました。 資料４

P.22

⑨ＡＩターミナルの実現に加え、サイバー
ポートの導入やROROターミナルな
どＤＸの活用も戦略の中に盛り込ん
だらどうか。

追記

⚫ ご指摘を踏まえ、物流戦略の説明において、「デジタル化や
AIの活用によるDXを推進し、省力化や効率化、・・」と表現
を修正するとともに、主要施策の例に、サイバーポートや高度
なターミナル管理の実現を追記しました。

資料４
P.23
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物流・産業に対するご意見（1/2）

主要意見 対応 対応案 対応箇所

① 2024年問題だけではなく、
2026年問題についても、
物流業界の変化を考慮し、
長期構想に反映する必要が
ある。

動向を
踏まえて
反映

⚫ 「改正物流効率化法の施行」や新たに策定される「物流施策大綱」な
ど、今後の港湾施策の展開において把握しておくべき物流政策の
最新動向を的確に捉えながら、できる限り長期構想へ反映するよう
努めます。

資料２

②物流にしろ人流にしろ、港だ
けでは完結しない。陸上交通
との連携によりスムーズな物
流・人流が実現できるという
視点が重要。

主要施策
等に反映

⚫ ご指摘のとおり、仙台塩釜港が物流・人流の両面で東北の拠点とし
て機能するためには、陸上交通との連携が必要不可欠です。

⚫ 昨年10月の「東北圏広域地方計画中間とりまとめ（案）」との整合を
図るほか、県内、東北における道路整備・鉄道貨物ターミナル等の
整備状況などを注視して検討してまいります。

資料１
P.18、21、

25

③仙台港区においては、将来の
需要を見据えて、コンテナ
ターミナルの沖側を拡張エリ
アとして想定しておくことが
重要である。

主要施策
に反映

⚫ ご指摘のとおり、仙台港区の貴重な拡張余地を十分活用できるよ
う、課題の整理において、拡張の可能性を示したところであり、今
回の主要施策にも反映しております。 資料１

P.２４

④物流機能強化に向けて、背後
高規格道路とのアクセス強化
が必要である。 修正

⚫ 課題の記載を「広域道路へのアクセス強化｣に修正しました。

⚫ 物流機能の強化には広域道路とのアクセス強化は重要な視点であ
り、広域的な道路計画の状況を踏まえて、適切な臨港交通が確保さ
れるよう検討してまいります。

資料４
P.18

⑤戦略１「宮城・東北のサプライ
チェーンを支える」の中で、
「東北」に限定する必要はある
のか。

修正

⚫ ご指摘のとおり、「東北」に限定したような誤解を生じ得ることから、
主旨を明確にするため、戦略１の記載を「宮城・東北の産業と経済
を支え、グローバルサプライチェーンに貢献する最高の港湾物流
サービスの提供」という表現に修正しました。

資料４
P.22
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物流・産業に対するご意見（2/2）

主要意見 対応 対応案 対応箇所

⑥地球温暖化や気候変動を踏ま
えた今後の北極海航路の利用
可能性について言及しないの
か。

追記

⚫ 新規航路の誘致の可能性については、特定の航路に限らず、あらゆ
る誘致の可能性を模索していく考えです。

⚫ 課題整理において、「北極海航路の開発・利用に関する動向を注視」
を新たに追記します。

資料２
資料３

⑦ＡＩターミナルの整備推進に向
けては、新たな埋立地・代替用
地の確保が不可欠である。

主要施策
に反映

⚫ 主要施策において、コンテナ貨物量の増大を見据え、港湾用地の拡
張・再編と合わせて、効率的・生産性の高い持続可能なAIコンテナ
ターミナルの実現を図ることと記載します。

資料１
P.24

⑧「化石燃料からの転換」につい
て、地元荷役業者対応として、
貨物構成などに着目した将来
像を加味して欲しい。

計画策定に
おいて検討

⚫ 物流戦略の主要施策例に｢脱･低炭素燃料の受入機能強化｣を記載
しており、次世代エネルギーのみならず、バイオマス発電や石炭燃料
の転換など、取扱貨物の変化も見据えて検討していく考えです。

⚫ 今後の貨物の種類・量の変化を踏まえ、適切な受入環境の整備に向
けて、港湾運送事業者の意見も伺いながら取り組んでまいります。

－

⑨塩釜地区の既存航路の整備を
促進して欲しい。 追記

⚫ 課題整理表に記載の「既定計画の推進（航路の整備）」と整合するよ
う、港区別の論点整理（塩釜）に「航路の整備｣を追記しました。

資料４
P.18

⑩塩釜地区の航路整備は、新た
なルートについても検討して
欲しい。

計画策定に
おいて検討

⚫ まずは、現計画航路の重要性・実現可能性をしっかり整理したいと
考えていますが、入港船舶がさらに増大していくなどの将来的な需
要の変化が見込まれる場合には、新たなルートの可能性も視野に望
ましい航路体系のあり方を検討してまいります。

－

⑪仙台港区のうねりについて、
課題として認識すべきである。 追記

⚫ 課題整理表及び港区別の論点整理（仙台）において、「安全な荷役に
資する港内静穏度の適切な確保｣を新たに追記しました。

資料３
資料４
P.２６
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防災に対するご意見

主要意見 対応 対応案 対応箇所

①南海トラフ地震等の発生時のバック
アップ体制（仙台塩釜港の役割）につ
いては、国家レベルの視点から考える
必要がある。 反映

⚫ 基本戦略に示した広域海上防災拠点については、離半島を含む
広域の視点のほか、東北圏域を超えたバックアップも見据えて取
り組む考えとしております。

⚫ なお、圏域を超えた広域の港湾BCPの策定については、国にお
けるガイドラインの検討状況も注視しながら、関係行政機関等と
連携して取り組んでまいります。

資料１
P.３１

②戦略２（防災・施設維持戦略）の中に協
働防護について記載したらどうか。 反映

⚫ 課題整理表において、「将来の気候変動を見据えた施設更新や協
働防護の方針整理」を新たに追記しました。

資料１
P.３１
資料３

施設維持に対するご意見

主要意見 対応 対応案 対応箇所

①塩釜地区については、浚渫土砂の処
分、用地確保に向けた新たな土地の
創造を目指す必要があるのではない
か。 反映

⚫ 航路維持や航路拡幅・増深に伴い発生する大量の浚渫土砂につ
いて、用地需要や海域環境等を勘案のうえ土地造成の埋立用材
として活用し、安定的に処分できる場所を確保する必要がある
と考えています。

⚫ 主要施策においては、ご提案いただいた塩釜港区湾奥部の埋立
なども含め､用地需要とも適切に関連付けながら検討してまいり
ます。

資料１
P.３０



２.第２回委員会での主要意見と対応方針
２ 第２回委員会での主要意見と対応方針
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環境に対するご意見

主要意見 対応 対応案 対応箇所

①４つの視点できれいに課題が整理さ
れているが、例えば、低炭素型のク
ルーズ船の受入（環境×観光）のよう
な、分野と分野の重複している部分の
対応も盛り込んでいく必要がある。 反映

⚫ 分野と分野の重複している部分の施策について、長期構想本文
における主要施策の一覧表を掲載する際に、重複部分を関連付
けて整理するなどの工夫を検討します。

（本文
中間案
に反映）

②次世代エネルギーの受入供給動向に
応じた港湾環境整備を進めていく必
要がある。 修正

⚫ 港区別（仙台・塩釜・石巻）の論点整理における記載と整合を図る
ため、環境戦略の記載を「水素等の次世代エネルギーの受入・供
給の動向も見据えた・・」という表現に修正します。 資料４

P.25



２.第２回委員会での主要意見と対応方針
２ 第２回委員会での主要意見と対応方針
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観光・交流に対するご意見

主要意見 対応 対応案 対応箇所

①仙台港区の拡張エリアでは、物流とマ
リンアクティビティが両立できるよう
な取組の検討も必要である。 修正

⚫ 港区別の論点整理（仙台）に記載の｢マリンアクティビティの促進｣
を｢マリンアクティビティとの共存｣と表現を修正しました。 資料４

P.17

②松島港区の課題⑩「インバウンドの増
大に対応した受入体制」のインバウン
ドにはクルーズ客を含む記載が望ま
しい。

修正

⚫ 港区別の論点整理（松島）に記載の「インバウンドの増大に対応し
た受入体制・・」を「インバウンド・クルーズ客の増大に対応した受
入体制・・」と表現を修正しました。

資料４
P.20

③仙台港区のフェリー利用者に対する
交通アクセスの強化が必要（仙台臨海
鉄道の活用等）。 追記

⚫ 港区別の論点整理（仙台）において、「フェリーやクルーズ旅客の
円滑な二次交通の確保」を追記しました。 資料４

P.17

④現状で仙台港区でのクルーズ船の受
け入れは厳しく、塩釜港区や石巻港
区へ集約すべき。 反映

⚫ 観光戦略のクルーズ船受入体制の強化については、仙台・石巻に
塩釜も加えた連携・補完体制の構築が必要と考えております。

⚫ 仙台港区の貨物利用への影響をできる限り低減していくため、
ご指摘いただいた受入上限なども含めて検討してまいります。

資料１
P.３６

⑤観光振興を考える上では、ハード整
備にとどまらず、ソフト対策を含めた
議論が必要である。

追記

⚫ 現在、国が策定に取り組んでいる「第５次観光立国基本計画」の
議論においても、オーバーツーリズム対策や地方誘客の促進に向
けたコンテンツの充実化、多様な観光主体との連携など、様々な
ソフト対策を講じることが重要と整理されております。この点を
踏まえ、戦略の内容に「官民の多様な事業主体との連携」を新た
に追記します。

資料４
P.26



３ 長期構想の基本戦略（案）について
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戦略４（観光・交流戦略）

地域の賑わいを創出する東北の広域観光ゲートウェイを形成

戦略２（防災・施設維持戦略）

BCPが充実した安全・安心で強靱な広域海上防災拠点を構築

新たな長期構想の基本戦略（案）

戦略３（環境戦略）

自然環境と共生し、脱炭素社会の実現をけん引する
カーボンニュートラルポートを形成

４つの戦略

3-1.将来像実現に向けた基本戦略（案）
３.長期構想の基本戦略（案）について

17

仙台塩釜港の全体最適化により、あらゆるニーズに応える「総合港湾」へ
４港区が持つそれぞれの強みを最大限に生かしながら、港区毎の機能強化に留まらず、ハード・ソフトの両
面において連携・補完し合えるよう機能の再編と再構築を図ることで、総合港湾として最適で最高な港湾
サービスを提供し、多様化する港湾ニーズへ的確に対応していく。

戦略１（物流戦略）

宮城・東北の産業と経済を支え、グローバルサプライチェーンに
貢献する最高の港湾物流サービスの提供

第２回委員会意見反映

全体コンセプト



3-2. 各基本戦略（案）の要点 ①

◼ モーダルシフト進展による港湾利用の増大や将来の労働力不足等を見据え、各港区の機能強化のみならず最適な連携・補完体制を構
築するとともに、デジタル化やAIの活用によるDXを推進し、省力化や効率化、利便性の向上をソフト・ハードの両面から追求すること
で、東北の国際・国内物流拠点として地域経済の成長をけん引する最高の港湾サービスの提供を目指す。

◼ これら仙台塩釜港の強み・魅力を生かし、港湾取扱貨物の集荷・創貨の促進、定期航路やクルーズ、工業誘致など、東北圏域と国内外
の寄港地・企業から選ばれる戦略的ポートセールスを展開するとともに、港湾分野の担い手確保・育成にも貢献していく。

戦略１（物流戦略）

宮城・東北の産業と経済を支え、グローバルサプライチェーンに貢献する最高の港湾物流サービスの提供

18

東北のサプライチェーンを
支える国際・国内物流拠点

取扱貨物量への影響や
港湾機能の不足等の懸念

モーダルシフト 労働力不足

利
便
性
の
向
上

省
力
化
・
効
率
化

デジタル
化・AI

戦略的ポートセールス
魅力の向上・発信

東
北
の
国
際
・
国
内
物
流
拠
点
と
し
て

最
高
の
港
湾
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

コンテナ RORO・フェリー貨物

バルク完成自動車

港
区
間
連
携･

補
完

拡
張
・
機
能
強
化

（ソフト） （ハード）

社
会
や
利
用
者
の
要
請
に
応
え
る

最
適
な
機
能
と
利
用
を
追
求

担い手確保

国際情勢

４．長期構想の基本戦略（案）について

エネルギー

機能再編
再構築

＜掲載する主要施策の例＞

コンテナ ユニットロード バルク

東北のグローバルゲートウェ
イ実現に向けたコンテナ物
流強化

◆ 需要に応じた拡張・再編
◆ サイバーポートやAIの導入
◆ コールドチェーン強化など

東北太平洋側のユニット
ロード拠点機能強化

立地企業の動向や新たな産
業誘致等を見据えたバルク
機能強化

◆ 船舶大型化対応・静穏度確保
◆ 脱・低炭素燃料の受入れ  
機能強化 など

中野地区

【道路網図出典】東北地方整備局提供

仙台塩釜港が担う東北の物流ネットワーク

国際フィーダー
コンテナ航路

国際コンテナ
ダイレクト航路

内貿定期航路

燃料・製造原料等
バルク輸入拠点

機能強化
サービス向上

仙台塩釜港

鉄道、内航海運の輸送量・分担率を増強
（内閣府：物流革新緊急パッケージ資料より）

モーダルシフト

ぐるっ都・仙台

太平洋側の国際
フィーダーコンテナ

航路網

⇒格子状道路ネット
ワークによる広域連
携の強化

◆ 岸壁-ヤード間移動の改善
◆ 各港区を含めた機能再編・補
完体制の構築

◆ デジタル技術を活用した高度
なターミナル管理の実現など

第２回委員会意見反映

広域交通網を
活かした集貨・創貨
高規格道路や臨海鉄道

原料・資材供給

重油・LNG・石炭・
穀物・木材など

韓国・中国、
フィリピンなど

京浜港から
世界各国へ

PCC・RORO・
フェリー



3-2. 各基本戦略（案）の要点 ②
戦略２（防災・施設維持戦略）

BCPが充実した安全・安心で強靱な広域海上防災拠点を構築

首都圏

サプライチェーン途絶

北米
(代替輸送)

代替輸送

首都直下地震発生時には
圏域を超えて京浜港の
バックアップも想定

海上輸送網の途絶

京浜港
ダメージ

仙台塩釜港

太平洋側
被災

日本海側
被災

東北の太平洋側と日本海側が相互に
バックアップし物流機能を継続

航路啓開
コンテナの引き上げ

 耐震化、広域支援に必要な機能強化
 予防保全による適切な維持管理・更新
 気候変動への対応、防潮機能の確保

東日本大震災の教訓

能登半島地震の教訓  陸海の緊急輸送ネットワーク
 離半島を含めた海上防災支援体制
 圏域を超えた物流機能の広域支援体制
 BCPの充実、適切な訓練の実施

災
害
に
強
く
強
靱
な

広
域
防
災
拠
点
港
湾

災害時の物流バックアップ体制の構築

散乱・流出するコンテナ

係留施設の総延長

約２５.７km

適切な機能維持
と早期の回復

サプライチェーン
の維持

迅速な緊急物資
輸送、避難・救助

広域港湾BCPガイドライン（国土交通省港湾局）を基に作成

広域支援ふ頭

地域支援ふ頭

離島

半島部

連携ふ頭

連携ふ頭

漁港

地域支援ふ頭

（離半島の支援体制イメージ）
宮城県港湾施設台帳を基に作成

（ハ
ー
ド
）

（ソ
フ
ト
）

＜掲載する主要施策の例＞

港湾機能の持続性確保・強化 港湾BCP

•港区間連携や離半島支援を考慮した
港湾BCPの見直し
•東北広域港湾BCPの充実、圏域を超
えた広域港湾BCPの策定
•平時からの適切な訓練・体制確保

•再編・再構築を踏まえた計
画的な維持管理
•広域支援に対応した増深、
延伸、耐震化等の機能強化

（左写真）塩釜港湾・空港整備事務所HPより

（航路浚渫）（耐震強化岸壁）

◆ 耐震強化岸壁の整備
◆ 老朽化対策、維持浚渫
◆ 海面処分場の整備

３.長期構想の基本戦略（案）について
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◼ 震災の教訓を踏まえ、大規模災害発生時のサプライチェーン維持や海上防災支援に資する港湾機能の持続性を確保するとともに、
離半島や他圏域(日本海側・首都圏等)への広域支援も含めたBCPの充実強化により、災害に強く強靱な広域防災拠点港湾を目指す。

◼ 耐震岸壁等の機能強化に加え、老朽化対策や水深確保などの維持管理を計画的に実施するため、各港区の既存ストックの更新（バー
ジョンアップ）や再構築（リストラクチャリング）、海面処分場の確保も含めた総合的な対応により、安全・安心な港湾を目指す。



（１）計画期間 ２０５０年まで

（２）計画における温室効果ガス排出量の削減目標
２０１３年度（基準年） ⇒３２９.９万トン
20１９年度（現 状） ⇒３２１.９万トン
20３０年度（短 期） ⇒１６５.０万トン（５０％削減）
20４０年度（中 期） ⇒ ８２.５万トン（７５％削減）
２０５０年 （長 期） ⇒実質ゼロの実現

（３）取組方針（官民連携による脱炭素化の推進）

3-2. 各基本戦略（案）の要点 ③

◼ 2050年のカーボンニュートラルの実現に向けて、工業やエネルギー産業が集積する仙台塩釜港において、水素等の次世代エネル
ギーの受入・供給の動向も見据えた官民連携による港湾脱炭素化の取組を計画的に進める。

◼ 干潟や日本三景の独自景観を貴重な資源と捉えた自然環境の保全・共生を図り、ブルーカーボンの導入も含めた取組を推進する。

戦略３（環境戦略）

自然環境と共生し、脱炭素社会の実現をけん引するカーボンニュートラルポートを形成

カーボンニュートラ
ルポートのイメージ
（国土交通省港湾
局HPより）

特別名勝松島 蒲生干潟

塩釜港湾・空港整備事務所HPより

ブルーカーボン・生態系

＜掲載する主要施策の例＞

仙台塩釜港港湾脱炭素化推進計画の概要

産業活動（工場等）や港湾物流（荷役・輸送）における設備・機械
等の電化や水素等の次世代エネルギー転換の取組を推進

製油・発電等のエネルギー製造過程における低・脱炭素化や
次世代エネルギー供給拠点の検討、施設整備等の取組を推進

① 温室効果ガス削減・吸収に関する取組

② 港湾・臨海部の脱炭素化に貢献する取組

独自景観や自然環境・生態系

工業やエネルギー産業が集積する仙台塩釜港 脱
炭
素
化
社
会
の

実
現
を
け
ん
引

貴
重
な
資
源
と
し

て
保
全
・共
生

仙台港区 石巻港区• 東北を代表する物
流拠点

• 火力発電所や製油
所等が立地するエネ
ルギー拠点

• 紙・パルプ、木材関
連、飼肥料など製
造業が集積する工
業港

CO2推計排出量(2013基準)

約195万ﾄﾝ/全体の59%

CO2推計排出量(2013基準)

約131万ﾄﾝ/全体の40%

国際競争力
の確保

国
際
拠
点
港
湾
と
し
て
社
会
要
請

や
事
業
者
の
需
要
に
適
切
に
対
応

国の2050年カーボンニュートラル宣言

第７次エネルギー基本計画(2025)

グリーン回廊など国際協力枠組み

貨物の変化や燃料・電源需要への対応

CO2吸収源
港
湾
機
能
と
共
生
で
き

る
よ
う
適
切
に
配
慮気候変動や港湾の開発等の影響

松島港区
塩釜港区

• 油槽所が集積するエ
ネルギー供給拠点

CO2推計排出量(2013基準)

約4万ﾄﾝ/全体の1%

各港区
が連携

脱炭素社会の実現

•地域の脱炭素化を
けん引するカーボン
ニュートラルポート
の形成の取組

◆ 船舶等への電源や低・
脱炭素燃料の供給

◆ 水素等次世代エネル
ギー受給への対応

◆ 立地企業の取組支援

自然環境の保全・共生

•自然環境や生態系に配慮し、景
観と調和した水辺空間の形成
•港湾開発等の環境影響の適切
な評価と対策の実施

• 藻場等の豊か
な自然環境

CNP認証ロゴ
（国交省港湾局）

インバータ制御方式の
GC3号機(仙台港区)

◆ 港湾ターミナルの脱炭素化

3．長期構想の基本戦略（案）について
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県内各地域

※（県内広域道路ネットワーク）宮城の道路2025より

仙台塩釜港

3-2. 各基本戦略（案）の要点 ④

◼ インバウンドの更なる増加を見据え、クルーズ船寄港や松島観光等の需要に各港区が連携して対応するとともに、円滑な二次交通の
確保、広域交通網を生かした周遊ルートの構築などにより、地域、背後圏を含む広域観光振興に貢献するゲートウェイ港湾を目指す。

◼ 賑わい拠点となるウォーターフロントの形成をはじめ、マリンレジャーや自然景観、文化・歴史的施設などを生かした各港区・地域な
らではの魅力ある目的地づくりを推進することにより、人流の増加や地域経済の活性化に貢献していく。

戦略４（観光・交流戦略）

地域の賑わいを創出する東北の広域観光ゲートウェイを形成

＜掲載する主要施策の例＞

※松島観光協会HPより

•みなとオアシスの活性化、港湾エリアの観光・交

流拠点機能の強化

•自然環境やマリンレジャー等を生かし、地域にも

親しまれるウォーターフロントの形成

東北の広域観光ゲートウェイを形成 地域の賑わい形成・目的地づくり

↓二次交通活用検証
事業（東松島市）

地
域
の
賑
わ
い
に
も
繋
が
る

東
北
の
広
域
観
光
ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ

インバウンドの更なる増加（地方誘客の重要性 ）

港区・地域、広域観光資源の活用

外国クルーズ船寄港需要の増加

50

150

250

350

450

550

0 5 10

必
要
岸
壁
延
長
（
m
）

必要岸壁水深（喫水×1.1）（m）

国内外クルーズ船
対象２９６隻

◆各港区主要岸壁のクルーズ船カバー率

7.5 12 139

【仙台港区】高松2号+中野1号：550m カバー率100%

【石巻港区】雲雀野中央1,2号：520m カバー率100%

【塩釜港区】貞山2号：213m
カバー率19%

延伸・増深等による
カバー率拡大

貴重な体験を求め
る観光需要の増加

二次交通の不足
（量・手段）

クルーズ船受入機
能や環境の不足

寄港地（現状）

仙台港区
（物流港）

石巻港区
（工業港）

中・小型クルーズ船
寄港需要の増

観光消費拡大
リピーター確保

地域住民と来訪
者の交流活性化

地域と広域をつなぐ
広域交通網との連携広域

寄港地・周辺地域

※（下段観光資源フォト）宮城県商工経済観光部観光課提供

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
の
増
大
を
取
り
込
み
、
人
流

の
増
加
や
地
域
経
済
の
活
性
化
に
貢
献

地域、広域観光をつなぐ海の玄関口

※みなとオアシス
マリンゲート塩釜→塩竈市定期観光船（塩竈市）

•各港区の連携、補完によるクルーズ

船、インバウンド受入体制の強化

•寄港地から地域間、広域の幅広い周

遊を提案できる円滑な二次交通の

連携・確保

港区・地域

隣県・広域圏 • 貨物船利用との調整
• 仮設テントでの対応

L300m,d-9m 40%

３.長期構想の基本戦略（案）について
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地域ならではの魅
力ある目的地づくり

港区間の補完・連携
によるクルーズ船の
受入対応力強化

観光客の快適で
円滑な移動の確保

陸上・海上の交通連
携による周遊ルート

構築

官民の多様な事業
主体との連携

第２回委員会意見反映

高規格道路網や
臨海・ローカル鉄道網の活用



４ 将来像を実現するための主要施策（案）
について
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4-1. 主要施策（案）（物流戦略）
４．将来像を実現するための主要施策（案）

① 需要増加を見据えたターミナルの拡張と利用効率化・高度化に向けた機能再編

② ターミナルの省力化・効率化、利便性の向上に向けたデジタル化やAIの導入を推進

③ 多様な貨物需要に対し安定的な輸送を実現・提供する国際海上輸送網の拡充・強化

① フェリー・ROROターミナルの利用高度化や利便性向上の推進

② 貨物の搬出入やターミナル内移動の円滑化・効率化に向けた施設の再配置

③ ユニット・バルク貨物との混在解消と将来の輸送力不足を補う港区間連携の推進と機能強化

グローバルゲートウェイとして最高のコンテナ物流を実現

国内長距離輸送を支えるユニットロードターミナルの機能強化

臨海部産業の持続的発展を支えるバルク港湾機能の強化

仙台塩釜港の持続的成長を支える集貨・創貨の促進と港湾人材の確保

① 大型貨物船の安全・安心かつ安定的な利用に資する港湾機能の強化

② ユニット・バルク貨物の輻輳解消に向けた港区間連携の推進と機能強化（一部再掲）

③ 立地企業の動向を踏まえ新たな産業誘致も見据えた工業用地の戦略的な造成

① 仙台塩釜港の国際競争力と総合力を活かした戦略的なポートセールスの展開

② DXによるヒトの支援に加え、多様な職種が集う総合港湾の「職場」としての魅力発信

戦略１（物流戦略）

宮城・東北の産業と経済を支え、グローバルサプライチェーンに貢献する最高の港湾物流サービスの提供

主要施策 １

主要施策 ２

主要施策 ３

主要施策 ４



4-1. 主要施策（案）
４．将来像を実現するための主要施策（案）

② ターミナルの省力化・効率化、利便性の向上に向けたデジタ
ル化やAIの導入を推進

① 需要増加を見据えたターミナルの拡張と利用効率化・高度化に
向けた機能再編

戦略１（物流戦略）

宮城・東北の産業と経済を支え、グローバルサプライチェーンに貢献する最高の港湾物流サービスを提供

（将来における
拡張の必要性）
• コンテナ取扱能
力の強化
•機能再編時の
代替スペース
•浚渫土の海面
処分場
•新たな需要へ
の対応用地

荷役効率化に向けた、荷役形式の転換遠隔化に対応した荷役機械の導入

出典：国土交通省資料

トランスファークレーンの導入など

グローバルゲートウェイとして最高のコンテナ物流を実現主要施策 １

24

更なる貨物増加に対応した沖合拡張の検討

農産品の輸出における海上輸送転換例
国際コンテナ船定期航路
（2026年3月時点）

←リーファー
コンテナ

③多様な貨物需要に対し安定的な輸送を実現・提供する国際海上輸送網の拡充・強化

危険品
コンテナ→

取扱機能の拡充

•海上輸送への転換を支援する充実した輸送
サービスの提供•国際戦略港湾

との連携強化
（国際フィーダー）

•国際ダイレクト
航路の拡充

•新規航路開拓
への挑戦

便 船社主な寄港地航路

  便
南 海運
高 海運

釜山・釜山新港・ 山・
光 ・

大連・  新港・青島・

上海・  

中国  国

  便
長 商船
興     

釜山・釜山新港 国

  便

     
          

     
上海中国

  便
       
     

 門・ 頭・  ・
南 ・スービックベイ・

バダンガス・マニラ

フィリピン

隔  便     
釜山・
ウラジオストク

極東ロシア

港湾手続き等のデジタル化
（サイバーポート）

コンテナターミナルゲートの
高度化（CONPASの導入など）

コンテナダメージチェックシステム
（AIが人手作業を支援）

AI等を活用したターミナルオペ
レーションの最適化

出典：国土交通省資料

出典：国土交通省資料

既定計画における
拡張（埋立）エリア

※環境への影響や周辺利用も考慮しながら検討



4-1. 主要施策（案）
４．将来像を実現するための主要施策（案）

•次世代高規格ユニットロードターミナル（イメージ）

バルク・ユニットロー
ド機能の一部を他港
区が補完

① フェリー・ROROターミナルの利用高度化や利便性向上の推進 ② 貨物の搬出入やターミナル内移動の円滑化・効率化に向
けた施設の再配置

ナンバー読み取りによるシャーシ出入り管理

遠隔シャーシダメージチェック

出典：国土交通省資料

戦略１（物流戦略）

宮城・東北の産業と経済を支え、グローバルサプライチェーンに貢献する最高の港湾物流サービスを提供

③ ユニット・バルク貨物との混在解消と将来の輸送力不足を補う港区間連携の推進と
機能強化

国内長距離輸送を支えるユニットロードターミナルの機能強化主要施策 ２

25

出典：国土交通省資料

仙台港区

ヤードの一体的利用
臨港道路の見直し など

出典：国土交通省資料

モーター
プール

現況

ヤードが岸壁から離れている場合、
移動には仮ナンバー取得が必要

モーター
プール

再編イメージ
臨港道路

臨港道路

仮ナンバー

バルク貨物の混在利用による
ヤード・岸壁利用の過密化

完成
自動車

現況

フェリー
シャーシ

RORO
シャーシ

バ
ル
ク

他港区（機能強化）
へシフト

ヤ
ー
ド
の
収
容
能
力

現状 将来
ユニット
貨物量

現状確保

現計画

• 自動車の増産
• ﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄの進展

他港区（機能強化）
が補完

土地利用状況から
大幅な能力増は困難

※推定
沖待ちの発生→

•リーファプラグの
整備

•停泊中船舶への
陸上電源供給

•ターミナル機能強化
•アクセス機能強化

（例）塩釜港区での対応を
想定した場合

土地利用上の制約から収容能力
が需要に対応できない可能性

•ターミナルでの対応例

モ
ー
ダ
ル
シ
フ
ト
に
対
応
し
た

複
合
一
貫
輸
送
機
能
の
強
化

Ｒ
Ｏ
Ｒ
Ｏ
船

高
規
格
道
路
・臨
海
鉄
道
な
ど



将来の新たな産業誘致も
想定した利用構想を検討

4-1. 主要施策（案）
４．将来像を実現するための主要施策（案）

戦略１（物流戦略）

宮城・東北の産業と経済を支え、グローバルサプライチェーンに貢献する最高の港湾物流サービスを提供

① 大型貨物船の安全・安心かつ安定的な利用に資する港湾機
能の強化

③ 立地企業の動向を踏まえ新たな産業誘致も見据えた工業
用地の戦略的な造成

② ユニット・バルク貨物の輻輳解消に向けた港区間連携の推
進と機能強化（一部再掲）

現状の土地利用構想（造成地）

次世代エネルギー
（水素・アンモニア等）
の関連産業など

臨海部産業の持続的発展を支えるバルク港湾機能の強化主要施策 ３
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塩釜港区

仙台港区

現況水深
10m

現況水深
7.5m

(工事中)

• 8,000DWT級
• 満載喫水7.7m
• 必要水深8.5m

• 5,000DWT級
• 満載喫水7.0m
• 必要水深7.7m

シフト対象貨物の貨物船の比較
（水産冷凍船の場合）

×

•バルク貨物のシフトに
対応可能な水深の確保

（例）塩釜港区港湾計画図（現計画）

・小型バルク貨物の
集約を図る地区

シフトできない

 000年 →  0 0年

ハンディサイズ
( ～ 万トン級)

174m 9.8m 10.8m

ハンディマックス
(4～6万トン級)

203m 10.8m 11.9m

パナマックス
(6～8万トン級)

225m 12.7m 14.0m

ポストパナマックス
（ 0万トン級）

264m 15.2m 16.8m

 ,947隻
73.6%

→
7,48 隻
62.6%

 , 96隻
26.1%

→
4,476隻
37.4%

呼称
（載貨重量トン）

長さ
満載
喫水

必要
水深

世界の船舶数・シェア

バルク貨物船の大型化の状況

出典：国土交通省資料を基に宮城県作成

大型化が進展

バイオマス発電所稼働に
よるチップ貨物量の変化

◆大型バルク貨物への対応

•製紙産業関連（チップ・石炭）

•配合飼料関連（穀物）

•木材、木製品関連（原木）

•バイオマス発電（チップ＊）

安定供給
に貢献

仙台港区

石巻港区

※バイオマス発電燃料となる木質ペレット・PKS

港湾統計分類上「木材チップ」に含まれる
0.6 

9.3 

23.3 

89.7 
103.5 

124.4 

0

40

80

120

R4 R5 R6 R4 R5 R6

取
扱
量

（
万

ト
ン

）
仙台港区 石巻港区

約40倍

約1.4倍

雲雀野地区

石巻港区 仙台港区

-10m

-12m（工事中）

-13m

-14m（計画）

海面処分場
（工事中）

-13m
（浚渫中）

-14m
（計画）

-12m -14m

造成中

-12m南防波堤
（延伸工事中）

ベルト
コンベヤ

岸壁利用の
過密化（沖待ち）

•船舶大型化、過密利用 岸壁の整備
•安全利用 静穏度、水深の確保

現状機能で対応
（整備中含む）
※石巻：雲雀野地区
※仙台：中野、向洋地区

•うねりの発生

•RORO船の増加と競合

バルク戦略港湾
との連携に対応
※釧路港→石巻港区

石巻港区

•うねりの発生
•沖待ち発生

バイオマス発電所
（R6.3稼働）

バイオマス発電所
（H30.3稼働）

バイオマス発電所
（R7.11稼働）

パルプ・紙・紙加
工品製造業用地

木材・木製品製造
業用地

飼料製造業用地

用途規制（埋立法）

新たな企業進出や産業誘致
に迅速に対応できない場合も

※１つまたは複数の用途を組み合わせて規制

例）仙台塩釜港脱炭素化推進計画

で検討した利用可能性

アンローダー
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4-1. 主要施策（案）
４．将来像を実現するための主要施策（案）

戦略１（物流戦略）

宮城・東北の産業と経済を支え、グローバルサプライチェーンに貢献する最高の港湾物流サービスを提供

② DXによるヒトの支援に加え、多様な職種が集う総
合港湾の「職場」としての魅力発信

港湾運送の魅力発信

労働環境整備（DXによる取組含む）

出典：国土交通省資料

仙台塩釜港の持続的成長を支える集貨・創貨の促進と港湾人材の確保主要施策 ４

① 仙台塩釜港の国際競争力と総合力を活かした戦略的なポートセー
ルスの展開

27
学生ワークショップの実施等による、港湾の魅力向上に向けた検討

出典：「明日の仙台塩釜港を考える懇談会」

出典：国土交通省資料

◆ 新規航路の誘致や集貨・創貨の促進

◆ 魅力向上（競争力強化）に向けた取組

経済・商工
団体

港湾物流
事業者

港湾
管理者

地元
市町

利用促進

産業誘致

販路開拓

航路誘致

荷
主
企
業

船
会
社

新
規
産
業
等

効率的な物流

安定した物流

安全な物流

環境に優しい
物流

冗長性の高い
物流

安
全
・安
心
で
信
頼
性
の
高
い
物
流
を
提
案

各主体の連携によるポートセールスの推進イメージ

仙台港首都圏セミナー
（ R8.1.27開催）

（参加：133社・団体）

連携
他港

•各種セミナーの開催

•企業訪問活動
関係
機関

• 機能や魅力のPR
• 輸送転換・効率化
の提案

• 企業進出の支援
• 情報交換、信頼関
係構築

•港湾機能の強化、利便性の向上 •モーダルシフトの促進

•円滑で安全な航行支援 •脱炭素化の推進

出典：塩釜港湾・空港整備事務所HP

前

後

出典：国土交通省HPより一部加工

2026年度より、イン
センティブ制度創設

航路・泊地
岸壁・防 堤

こちら「せんだい
ポートラジオ」
です。どうぞ。

こちら（船名）
です。どうぞ。

仙台港区
VTISセンター

国際VHF無線局
（せんだいポートラジオ）

•仙台塩釜港の強みを生かし、官民連携してポートセールスを推進

CNP認証制度の取得

GHG削減

国際協力への
貢献（イメージ）

港内情報共有
関係船連絡調整など



28

4-2. 主要施策（案）（防災・施設維持戦略）
４．将来像を実現するための主要施策（案）

戦略２（防災・施設維持戦略）

BCPが充実した安全・安心で強靱な広域海上防災拠点を構築

サプライチェーン維持と海上防災支援を担う拠点機能の強化主要施策 １

主要施策 ２

県内外の広域的な支援体制の構築と港湾BCPの充実強化主要施策 ３

持続可能で強靱な港湾の形成に向けた施設の計画的メンテナンスの推進

① 耐震強化岸壁等の適切な配置と背後の緊急輸送ネットワークへのアクセス強化

② 応急復旧作業や緊急物資輸送の基地となる十分なオープンスペースの確保

③ 海上保安基地として巡視船艇を適切に収容可能な空間の確保

④ 港区間や他圏域の被災港湾のバックアップを見据えた港湾機能の強化

① 被災後の早期機能回復に資する港湾施設の計画的な維持管理の推進

② 航路・泊地機能を適切に維持するための浚渫土砂海面処分場の確保

① あらゆる危機的事象を想定した港湾BCPの整備・拡充と実効性確保の取組推進

② 離島・半島地域を含む広域の海上防災支援を見据えた連携体制の構築

③ 首都圏など東北圏域を超えた物流機能の広域支援体制の構築

④ 将来の気候変動を見据えたふ頭のリスク評価と官民連携体制の構築（協働防護）



４．将来像を実現するための主要施策（案）

戦略２（防災・施設維持戦略）

BCPが充実した安全・安心で強靱な広域防災拠点を構築
4-2. 主要施策（案）

④ 港区間や他圏域の被災港湾バックアップを見据えた港湾機能
の強化

① 耐震岸壁等の適切な配置と背後の緊急輸送NWへのｱｸｾｽ強化

サプライチェーン維持と海上防災支援を担う拠点機能の強化主要施策 １

② 応急作業や緊急物資輸送の基地となる十分な空間の確保

③ 海上保安基地として巡視船艇を適切に収容可能な空間の確保

現在の利用箇所

塩釜港区

港湾緑地を防災基地と
して使用するイメージ
（Geminiの画像生成による）

京浜港の外貿コンテナ機能
大井ふ頭：水深15m
青海ふ頭：水深１５m
本牧ふ頭：水深16m

塩釜港区

仙台港区 石巻港区

港区 図番 機能 水深

仙台

① 国際物流機能維持用 -14m

② 緊急物資輸送用 -12m

③ 緊急物資輸送用 -9m

塩釜
④ 緊急物資輸送用 -9m

⑤ 緊急物資輸送用（離島） -4m

石巻 ⑥ 緊急物資輸送用 -12m

•各港区で所定の耐震バースを確保
•緊急輸送路と未接続や迂回が生じる
箇所のアクセス強化

暫定接続に
よる迂回

未接続第1次緊急輸送路

耐震岸壁等

未接続・迂回

※離島対応を含む防災機能
の見直しとあわせて検討

※整備中の耐震岸壁の完成とあ
わせて緊急輸送道路を見直し

現計画の耐震施設の配置の考え方

①

②

③

④⑤

⑥

「巡視船ざおう」
第二管区海上保安本部ウェブサイト

観光交流機能

物流機能
•現在の利用状況、物流・
観光面の利用を踏まえ
て適切に配置

東北の国際拠点港湾として

３つのバックアップ機能
の確保を目指す

国際コンテナ物流
のバックアップ

港区間相互の
バックアップ

東北へのバルク貨物（燃料・原
材料等）の供給バックアップ

港湾における防災スペースの機能

① 救援部隊の被災地への進出、
宿営、資機材集積

② 臨時のヘリポート
③ 港湾内の利用者や労働者、港
湾の周辺住民等の避難地

④ 緊急物資の一時保管・仕分け
場所

※臨海部防災拠点マニュアル（H28.3港湾局）

•耐震施設の配置やアクセス性を踏まえた一体的な空間の確保
•防災活動に従事する船舶が係留可能な場所の確保

応急・防災作業に従事する
船舶の係留機能の確保

東北圏の広域道路
ネットワークとの連携

•製造原料や畜産・
農業飼肥料の供
給基地として

•石油製品などのエ
ネルギー供給基地
として

•東北圏（太平洋側）
のコンテナ代替輸
送

•京浜港被災時のコ
ンテナ代替輸送

•物流補完機能強
化により、被災
時にも各港区が
連携して対応

-15m以上
の水深確保
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予防保全型と事後保全型の維持管理イメージ

浚渫
土砂

戦略２（防災・施設維持戦略）

BCPが充実した安全・安心で強靱な広域防災拠点を構築

① 被災後の早期機能回復に資する港湾施設の計画的な維持管理
の推進

4-2. 主要施策（案）

② 航路・泊地機能を適切に維持するための浚渫土砂海面処分
場の確保

30

主要施策 ２ 持続可能で強靱な港湾の形成に向けた施設の計画的メンテナンスの推進

仙台港区

宮城県港湾施設長寿命化計画の改定（予定）

４．将来像を実現するための主要施策（案）

浚渫土の海面処分の現状

•航路・泊地整備
•水深維持・確保
• （災害廃棄物）

仙台港区

塩釜港区

松島港区

石巻港区

埋立
造成地

海面処分場
（整備中）

石巻港区

現状で利用可能な処分
空間は石巻港区のみ

公
共

民
間

自港区内運搬

長距離海上運搬

・経済的で持続可能な浚渫・処分
・維持浚渫量等を含めた総容量の確保

（コスト大） ※造成地の受入容量が不足する
ため海面処分場を整備中

石巻港区

（工事中）

（東日本大震災の
災害廃棄物処分）

現計画の主な埋立地と海面処分場（松島港区を除く）

•自港区内処分が可能な空間
の確保
•海面処分場の拡張など受け
入れ総容量の確保
•干潟や浅場造成など浚渫土
の有効活用

塩釜港区

物流・観光面での土地需
要を踏まえた埋め立て

干潟保全への活用

（工事中）

（未整備）

・・海面処分場

・・埋立造成用地

供用後50年以上経過する港湾施設の割合

平成29年3月

約18％

令和9年3月

約37％

令和19年3月

約60％

令和8年3月

約37％

令和18年3月

約60％

令和8年3月

約37％

令和18年3月

約60％
10年後には
約6割が

耐用年数を超過

10年後

・港湾機能の維持
・補修コストの平準化

現状で健全度が
低い施設の補修

予防保全型維持管理
への完全移行

• 対象施設数の見直し、重要度に応じた対策
• 新技術の積極的な採用（点検手法・補修工法）
• 劣化予測に基づく計画的な予防保全対策

•長寿命化計画に基づく予
防保全型維持管理の推進

鋼管杭の被覆防食による長寿命化

平時・災害時の港湾
機能の維持（強靱化）

劣化の進行した係留施設の補修

※宮城県港湾全体



仙台塩釜港 港湾BCP
• 地震・津波
• 高潮・暴風（事前防災）
• 感染症

防災拠点
港湾協議会

② 離島・半島地域を含む広域の海上防災支援を見据えた連携体制
の構築

③ 首都圏など東北圏域を超えた物流機能の広域支援体制の
構築

４．将来像を実現するための主要施策（案）

戦略２（防災・施設維持戦略）

BCPが充実した安全・安心で強靱な広域防災拠点を構築
4-2. 主要施策（案）

県内外の広域的な支援体制の構築と港湾BCPの充実強化主要施策 ３

① あらゆる危機的事象を想定した港湾BCPの整備・拡充と
実効性確保の取組推進

• 代替輸送貨物の円
滑な受け入れ

• 被災港湾の需給
ギャップの解消

出典：国土交通省資料をもとに一部加工して使用

石巻市、塩竈市、
大船渡市、久慈市、
宮古市、釜石市

広域的な支援
・離半島防災
・被災地支援輸送

見直し・改善

教育・訓練

コンテナターミナル
・経済活動維持輸送

サイバーセキュリティ
・サイバー攻撃（名古屋港）
・TOSの維持

•今後、仙台塩釜港における将来外
力や想定されるリスク評価を検討
•検討結果を踏まえ、必要に応じて
気候変動への適応に向けた取組
を推進

④ 将来の気候変動を見据えたふ頭のリスク評価と官民連携体制の
構築（協働防護）
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気候変動による外力の変化 港湾における被害の増大イメージ

改正港湾法（R7.4成立）

港湾における官民の関係者が気
候変動への適応水準や適応時期
に係る共通の目標に向かって一
体となって取り組む「協働防護」
の枠組みを法制度化

東北圏の既存の枠組み
（東北広域港湾BCP）

ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙにおける事業継続計画検
討委員会資料（国交省）を基に作成

東京湾閉塞時に
想定されるコンテ
ナシフト量

15,455
TEU/日

•国の検討状況も確認しながら広域代替輸送の実現を目指す

国においてもBCPの議論が加速

・地元自治体の取組や漁港管理者等と連携しながら体制構築を推進

震災の教訓として広域支援の必要性を発信

宮城県における離半島との海
上支援ネットワークのイメージ

浦戸諸島など

命のみなとネットワーク形成の取組

【ネットワークの主な機能】
• 被災者の救援輸送拠点
• 支援物資輸送拠点
• 生活支援拠点 【全国初】国との支援協定

（石巻市）

国関係機関

港湾管理者 港運事業者

建設業団体

防疫関係者

民間埠頭管理者

海事関係者

＜実施体制＞

BCP
協議会

あらゆる事象に
対応したBCP

平時からの
マネジメント
を推進
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4-3. 主要施策（案）（環境戦略）
４．将来像を実現するための主要施策（案）

自然環境の保全と共生に向けた取組の推進

戦略３（環境戦略）

自然環境と共生し、脱炭素社会の実現をけん引するカーボンニュートラルポートを形成

国際拠点港湾としての社会的役割を踏まえた脱炭素化の着実な推進主要施策 １

主要施策 ２

① 港湾エリアで活動する多様な主体が連携した脱炭素化の取組推進

② 日本の競争力強化に資する国内認証の取得

③ 水素・アンモニア等の次世代エネルギーの需要・供給を見据えた環境整備

① 自然環境や生態系への影響に配慮し、景観と調和した水辺空間の形成

② 自然環境との共生に向けた港湾利用・開発における環境負荷低減の取組推進



4-3. 主要施策（案）

① 港湾エリアで活動する多様な主体が連携した脱炭素化の取組
推進

戦略３（環境戦略）

自然環境と共生し、脱炭素社会の実現をけん引するカーボンニュートラルポートを形成

４．将来像を実現するための主要施策（案）

主要施策 １ 地域の脱炭素化をけん引するカーボンニュートラルポート形成への取組

＜主な取組＞
・インバータ制御ガントリークレーンの導入
・ターミナル照明のLED化
・ストラドルキャリアのハイブリッド化

仙台塩釜港港湾脱炭素化推進計画（R6.3）

② 日本の競争力強化に資する国内認証の取得

＜計画の推計排出量と削減目標＞
２０１３年度（基準年）： 約３30万トン
２０２４年度（現 在）： 約３10万トン
２０３０年度（短 期）： 約１６５万トン
２０4０年度（中 期）： 約 85万トン
２０５０年度（長 期）： ０万トン（実質）

照明灯のLED化

◆脱炭素化に貢献する事業例

◆計画に基づく温室効果ガス削減の取組例

※燃料の製造・輸送時の排出から船上排出を含め
たライフサイクル全体で低・脱炭素化された燃料及
び技術が導入された航路

国際競争力強化への貢献
（グリーン海運回廊※）

グリーン回廊の概念図
日本港湾協会ウェブサイト

③ 水素・アンモニア等の次世代エネルギーの需要・供給を見据え
た環境整備

大型船に対応した機能が必要
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港湾立地企業等の取組例 港湾ターミナルの取組例

官民連携した推進体制

港湾脱炭素化推進協議会

（ボ
イ
ラ
ー
）

生
成
工
程

木
材

パルプ

廃液
（黒液）

バイオマス燃料として再利用
（石炭燃料からの転換）

石炭

製紙工程における燃料転換

×

• 高効率電気炉の導入
• 設備の省エネ化
• カーボンフリー電力の使用
• スクラップの有効利用

製鋼メーカーにおける取組

バイオマス発電所の建設

バイオ燃料の供給

石巻港区 仙台港区

バイオ
燃料

（植物由
来）

ディー
ゼル燃
料

（技術進展に応じて）
• 水素等による発電
• 水素ｽﾃｰｼｮﾝの設置など

（技術進展に応じて）
• 水素等燃料転換
• ＡＩによる効率化

機械設備や車両へ

（技術進展に応じて）
• 工場設備や機械等の
水素等燃料への転換バッテリー式

フォークリフト

EV業務車両

水素受入拠点のイメージ
※港湾における水素・アンモニアの受入環境整備に
係るガイドライン（中間とりまとめ）より（一部加工）

ﾛｰﾃﾞｨﾝｸﾞｱｰﾑ

ﾛｰﾃﾞｨﾝｸﾞｱｰﾑ

岸壁・ｴﾌﾟﾛﾝ

工場等

工場等

海外からの
液化水素輸入

内航船での出荷

貯蔵ﾀﾝｸ

ﾛｰﾘｰ
出荷設備

（ﾛｰﾘｰでの出荷）

（ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ
での出荷）

地上配管

気化器
埋設配管

受渡
設備

液化ｻﾃﾗ
ｲﾄ設備

港湾物流施設等

発電所等

•仙台塩釜港における企業
動向を注視しながら対応
していく

• 船舶での受け入れを想定した場合、専用の
荷役機械やパイプラインの敷設が必要

• また、危険品の荷役があった場合、周辺利
用の制限などが想定される。

←ハイブリッド
ストラドルキャリア

荷役機械の電化・
省エネ化

ガントリークレーン→

停泊中船舶への電源供給
出典：ＣＮＰの形成に資する技術・取
組に関する事例集（港湾局）より・富
士電機（株）

工場・倉庫照明のLED化

（イメージ）

仙台港区

•高砂コンテナターミナルに
おけるCNP認証の取得

↑認証ロゴマーク

認
証
レ
ベ
ル

レベル１

レベル５ ※取組指標
の達成度に
応じて認証

レベル2

レベル3

レベル4

←現状の想定
レベル電力回収

水素キャリア運搬船（イメージ）

液化水素船 アンモニア船

提供：石巻ひばり野バイオマ
スエナジー㈱

出典：日本製紙（株）HP
出典：石巻ひばり野バイ
オマスエナジー（株）HP

出典：仙台港バイ
オマスパワー合同
会社HP



４-3. 主要施策（案）
４．将来像を実現するための主要施策（案）

戦略３（環境戦略）

自然環境と共生し、脱炭素社会の実現をけん引するカーボンニュートラルポートを形成

自然環境の保全と共生に向けた取組の推進主要施策 ２

① 自然環境や生態系へ配慮し、景観と調和した水辺空間を形成 ② 自然環境との適切な共生に向けた環境負荷の低い港湾開発・
利用の推進
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◆ 環境や景観に配慮した水辺空間の整備

•緩衝機能としての緑地整備

蒲生干潟

自然環境

港湾利用

•親水護岸等の整備 •景観に配慮した意匠

防潮堤（松島港区）北浜緑地（塩釜港区）

港区 港湾面積 緑地面積 緑地率

仙台 691 ha 34ha(27) 5.0%(3.8)

塩釜 151 ha 12ha(12) 8.0%(8.0)

石巻 557 ha 30ha(3) 5.4%(0.6)

合計 1,399 ha 76ha(42) 5.5%(3.0)

◆ 適切な緑地機能の確保
•港湾全体で一定の緑地機能を確保

•全体で５％以上の緑地機能を確保

•整備において、専門家の意見も踏まえ、適切な調和を図る

◆ 特別名勝の独自景観の保全

※蒲生干潟自然再生
協議会での議論も踏
まえながら対応

（共通事項）
港湾・漁港および水産施設は、多様な
施設の集合体としてひとつの景観を形
成するため、諸施設の配置や、個々の
施設の形態、意匠で観賞の場からの眺
望に配慮すること。

区域
各
保
護
地
区
に
お
け
る

管
理
（許
可
）基
準

特別保護地区

第１種保護地区

第２種保護地区

第３種保護地区

海面保護地区

•関係法令等を踏まえた整備

（特別名勝松島管理計画における現状変更への対応方針）

（港湾における現状変更）
• 岸壁等の施設整備
• 海域の埋立
• 航路の浚渫 など

湊浜緑地（仙台港区）

向洋緩衝緑地（仙台港区）

コンテナ
ターミナル

◆ 港湾整備等における海域環境への配慮

•環境影響の適切な評価と対応 •適切な施工時期

◆ 環境共生型の港湾整備

•浚渫土の有効利用

•CNP形成推進（再掲）

◆ 港湾利用の脱炭素化・効率化等による環境全体への負荷低減

•沖待ち、交通渋滞の解消 •資源循環の取組

港
湾
の
利
用
・開
発

• 地形・地質・大気質
• 水質・底質・潮流
• 陸生/海生生物
• 生態系/景観 など

予
測
・評
価

対
応

• 計画の見直し
• 施工時の配慮
• モニタリング など

港区 4～6月 7～9月
10～

12月
1～3月

仙台

塩釜

松島

石巻

海苔・牡蠣養殖に係る制限期間（コンクリート工事）

※関係漁協との協議により変更の場合あり

種

付

け

時

期

出典：国土交通省資料

浚渫の実施

港湾施設における藻場の造成

護
岸
等

藻場・生態系

養浜や浅場造成・底質改善等

出典：周南市HP（大島干潟）

砂で封じ込め

国土交通省資料を一部加工

2013 2050

CO
2
排
出
量

330万㌧

実質ゼロ

仙台塩釜港
のCNP目標

干潟造成に港湾
浚渫土を活用

CO2

CO2

NOX

品目 再生用途

古紙 製紙原料

黒液 製紙燃料

スクラップ 製鉄原料

廃プラ 再生パレット

建築廃材 バイオマス発電

廃食油 バイオ燃料

立地企業の主な取組例

↑ｺﾝﾃﾅｹﾞｰﾄ前の渋滞

←船舶の沖待ち

既定計画緑地の状況 ( )は現況

※港湾計画における緑地とは、緩衝緑地のほか、
親水緑地、修景緑地、レクリエーション緑地など
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4-2. 主要施策（案）（観光・交流戦略）
４．将来像を実現するための主要施策（案）

各港区の連携・補完によるクルーズ船、インバウンドの受け入れ体制の強化

① 需要増大が見込まれる中・小型クルーズ船への対応力の強化

② 寄港地から日本三景「松島」への海上ルートの活用促進

③ クルーズ船寄港地から周辺地域間、広域圏への円滑な二次交通の連携・確保を推進

戦略４（観光・交流戦略）

地域の賑わいを創出する東北の広域観光ゲートウェイを形成

地域の賑わい拠点となるウォータフロントの形成と魅力ある観光目的地づくりの推進

① みなとオアシスの活性化と港湾エリアの観光・交流拠点機能の強化

② 各港区や地域の特性を生かした魅力ある観光資源の創出と活用の推進

③ 観光客のみならず、地域住民や港湾労働者にも親しまれる快適な港湾空間の整備

地域の実情を踏まえた適切なマリンレジャーの推進

① 放置艇ゼロに向けた安全なマリーナ等の係留場所の確保を推進

② 自然環境や景観と調和した海洋性レクリエーションの促進

③ 地域住民や他の港湾利用にも配慮した適切なマリンレジャー環境の構築

主要施策 １

主要施策 ２

主要施策 ３



4-4. 主要施策（案） 戦略４（観光・交流戦略）

地域の賑わいを創出する東北の広域観光ゲートウェイを形成

４．将来像を実現するための主要施策（案）

② 寄港地から日本三景「松島」への海上ルートの活用
促進

③ クルーズ船寄港地から周辺地域間、広域圏への円滑な二次交通の
連携・確保を推進

塩竈市定期観光船

※塩竈市HPより

各港区の連携・補完によるクルーズ船、インバウンドの受け入れ体制の強化主要施策 １

•快適・魅力ある海上ルートの選択肢を増やし利用促進

•寄港地から周辺地域の観光
スポットや最寄り駅など、
比較的近距離の周遊性の高
い移動手段を充実化 36

寄港地

シャトルバス・
タクシー 日本三景

松島
遊覧船
発着所 遊覧船

テンダーボートに乗り換え上陸

(沖縄県久米島儀間漁港)

出典：国土交通省資料

グリーンスロー
モビリティ

エリア 移動手段

寄港地
周辺

徒歩、レンタサイクル、
タクシー、スローモビリティ、
パーソナルモビリティなど

周辺地
域

タクシー、路線バス、周遊バ
ス、遊覧船、鉄道（在来線、臨
時便、臨海鉄道）、小型モビ
リティ（AIガイド付）、自動運
転シャトルバス、MaaS連携、
など

県内外
広域

鉄道（在来線）、高速バス、
観光バス・タクシーなど

パーソナル
モビリティ

※生成AI

区分 規模 全長目安 乗客 目安 各港区の対応

カジュアル 大型
360
～300m

約6,000人
～2,000人

プレミアム
中型
～大型

320
～250ｍ

約3,000人
～1,000人

ラグジュア
リー

小型
～中型

250
～150ｍ

約1,000
～100人

エクスペ
ディション

小型
150
～90ｍ

約300
～50人

① 需要増大が見込まれる中・小型クルーズ船への対応力の強化

クルーズ船の区分と各港区の基本的な対応方針

国土交通省資料を基に作成

仙
台
港
区

石
巻
港
区

塩
釜
港
区

（
現
状
）

（
現
状
）

•小・中型級をターゲットに塩釜港区での受入促進

増加傾向

国内港湾の外国クルーズ船寄港回数

出典：国土交通省資料

※仙台は一定
程度を想定

塩釜港区
物流機能強化とあ
わせてクルーズ船
受入機能を強化

観光・交流
機能を強化

既存の受入機能

緑地機能を生かした
受入エリアの検討

石巻港区

寄港地から広域への移動連携のイメージ

ガイド付
小型モビリティ

※生成AI

周辺地域
（周辺市町）

県内外
広域

寄港地周辺

観光資源

観光資源

移動手段
の拡充

観光バスツアー
（ダイレクト）

観光資源

寄港地

移動手段の例（従来＋将来）

海上移動
（利用少）

シャトルバス・タクシー陸上移動
（利用多）

駐車場不足
渋滞等

海上・港湾施設等での乗り換え
（ﾃﾝﾀﾞｰﾎﾞｰﾄ・遊覧船の横付け）

現状の移動手段

東松島市宮戸

奥松島遊覧船

海上ルートの選択肢の追加

途中の観光資源を経由
しながらの海上移動

移動手段
の拡充

・受入機能の強化の考え方

ｱｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄ
（駅など） ｱｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄ

（駅など）

周遊ﾊﾞｽなど

ﾛｰｶﾙ交通の
乗り継ぎ

周遊

周遊

周遊

移動の選択肢
を増やし周遊
意欲を喚起



空間的分離

•利用者の快適性確保の例

4-4. 主要施策（案）
４．将来像を実現するための主要施策（案）

① みなとオアシスの活性化と港湾エリアの観光・交流拠点機能
の強化

戦略４（観光・交流戦略）

地域の賑わいを創出する東北の広域観光ゲートウェイを形成

海と
繋がる

•基本コンセプト

何度も訪れたく
なる、海に出会
える楽しさと癒
しの空間

③ 観光客のみならず、地域住民や港湾労働者にも親しまれる
快適な港湾空間の整備

② 各港区や地域の特性を生かした魅力ある観光資源の創出と
活用の推進

地域の賑わい拠点となるウォータフロントの形成と魅力ある観光目的地づくりの推進主要施策 ２

•日常使いを意識しな
がら、様々な主体と
連携した賑わい空間
を形成
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環境整備の対応イメージ

用途 具体例 対応例

憩いの場 読書、休憩、散歩
休憩所、ベンチ、芝
生広場

交流イベント
地場産品販売会、
フリーマーケット

広場や交流施設

教育・体験
船の見学、
自然観察や体験

桟橋、親水施設

健康・運動
ウォーキング、親水レク
リエーション

遊歩道、親水施設、
健康遊具

観光・賑わい
景観、カフェ、祭り、花火、
コンサート

展望施設、集客施設、
催事施設

（出典：国土交通省資料）

塩釜港区

•港奥部の一体的な利用空間を形成し、拠点機能を強化

③千賀の浦緑地
（交流広場）

①マリンゲート塩釜

• 観光船・離島連絡船発着所
• 駅や商業エリアと直結

②北浜緑地公園

• 階段護岸が整備された
親水緑地

①

②

塩釜港旅客ターミナル再活性化
基本構想（塩竈市）

観光
利便性

普段
使い

一体的
な空間

•様々な利用形態を踏まえた緑地機能の確保
港湾
管理者

地元
自治体

地元
住民

 工・観光
 体

民間
イベント
事業者

民間観光
事業者
   ・   など

様々な
主体と
連 携

観光案内や防災情報

デジタルサイネージ屋根付き浮桟橋日除け施設（休憩所）

猛暑対策として

仙台港区

①

② ③ ④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪⑫

⑬

13施設が１つのみなとオアシスを構成
拠点間の
回遊性が低い

 業空間 港湾空間

•港湾空間と 業空間の連携構築
•港湾空間への人流の誘導策（魅力的なコンテンツ）

出典：国土地理院ウェブサイトの地図を基に宮城県作成
（https://maps.gsi.go.jp/#15/38.269892/141.005273/&base=pale
&ls=pale%7Cminato&disp=11&lcd=minato&vs=c0g1j0h0k0l0u0t
0z0r0s0m0f0）

高い集客力

番号 施設名

① 三井アウトレットパーク仙台港

② 仙台港国際ビジネスサポートセンター

③ みやぎ産業交流センター

④ 中野緑地（修景緑地）

⑤ フェリー埠頭ターミナル

⑥ 中央公園（NX仙台港パーク）

⑦ 向洋海浜公園（やまやシーサイドパーク）

⑧ キリンビール仙台工場

⑨ キリンビアポート仙台

⑩
 然温泉海神の湯ドーミーイン
EXPRESS仙台シーサイド

⑪ 中野中央公園

⑫ 仙台うみの杜水族館

⑬ 高砂中央公園

みなとオアシス仙台港

みなとオアシスマリンゲート塩釜

•観光スポットやコンテンツの提案

•港の歴史と運河群のストーリーツーリズム

仙台港区

塩釜港区

松島港区

旧北上川

定川

鳴瀬川

高城川

砂押川

七北田川

御船入堀

北上運河

東名運河

新 堀

貞
山
運
河

石巻港区

鹽竈神社

•みなとオアシス間の連携

みなとオアシス仙台港
みなとオアシス
マリンゲート塩釜

航路に面した位置からの
船舶の眺望（イメージ）

多賀城南門

瑞巌寺五大堂

野蒜築港跡

馬の背

石巻かわまちづくり

各地域の食や自然
と一緒に楽しむ

連携したイベント等の実施など検討

港湾インフラ等を活用
したVR体験（イメージ）

※代ヶ崎地区広場



① 放置艇ゼロに向けた安全なマリーナ等の係留場所の確保
を推進

② 自然環境や景観と調和した海洋性レクリエーションの促進

4-4. 主要施策（案）
４．将来像を実現するための主要施策（案）

【塩釜港区】
中の島プレジャーボート
スポット 出典：七ヶ浜町HP

ヨット SUP

出典：松島観光協会HP

海水浴(例：菖蒲田浜)

出典：七ヶ浜町HP

釣り

戦略４（観光・交流戦略）

地域の賑わいを創出する東北の広域観光ゲートウェイを形成

③ 地域住民や他の港湾利用にも配慮した適切なマリンレジャー
環境の構築

※松島ヨットハーバー HPより 

【松島港区】
松島ヨットハーバー

地域の実情を踏まえた適切なマリンレジャーの推進主要施策 ３

出典：ひがしまつしまじかんHP

シーカヤック 海洋教育プログラム

出典：国土交通省
中国地方整備局HP

・あらゆる利用者理解できるルールの見える化（ピクトグラムの活用等）
・行政区域（港湾、漁港など）にとらわれないマリンレジャー環境の構築

地域・民間と連携したレクリエーション内容の充実化
（自然環境を活かした体験型レクリエーション、景観と調和したウォーターフ
ロント利用、環境負荷の小さいマリンレジャー、港湾施設の有効活用）

・公共マリーナだけではなく、民間マリー
ナも整備されており、収容能力は確保
されているが、一部地域では放置艇や
収容能力不足が確認されている。

・一部地域では小型船だまり施設の利用
環境や悪く、利用頻度が少ない箇所も
見られる。

・公的マリーナと民間マリーナの連携による受け皿の確保
・小型船だまり施設の利用状況を踏まえた見直し

石巻港区

必要数を見極めた上で
小型船だまり計画の見
直しを検討

港区 管理 施設名 水域 陸域 合計

中の島PBS 179 0 179

笠神PBS　※ 54 0 54

要害地区 暫定係留施設 33 0 33

追の浜地区 暫定係留施設 17 0 17

東宮浜地区 暫定係留施設 65 0 65

清水浜地区 暫定係留施設 93 0 93

谷地地区 暫定係留施設 17 0 17

マリンテック 12 25 37

パシフィックオーシャンマリーナ 76 0 76

くろしお北浜マリンベース 70 70 140

小浜ヨットハーバー 65 0 65

681 95 776

松島港区 県 松島ヨットハーバー 20 40 60

石巻港区 市 南浜マリーナ　※ 30 130 160

731 265 996

※河川重複区域

県

民間

合計

塩釜港区

塩釜港区　計

資料：「係留・保管施設調査票/放置艇調査票」宮城県

既設プレジャーボート収容施設の収容能力

※生成AI

ピクトグラム
（マリンレジャーエリア）

※生成AI

ピクトグラム
（立入禁止エリア）
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・地域住民やインバウンド旅行者はマリンレ
ジャー可能エリアを把握していないこと
から、誤って港湾荷役エリアに侵入するこ
とがあり、事故発生などの恐れがあるこ
とから、共通の指標などを用いて分かり
やすく明示する必要がある。

・マリンレジャー環境の構築にあたり、仙台
塩釜港周辺は漁業権が広く設定されてい
ることから、マリンレジャー利用を推進す
る場合、安全性の確保や従来からの利用
者との調整、活動エリアの区分・指定など
の対策が必要となる。

※生成AI

マリンレジャー実施エリアの掲示



５ 長期的な港湾空間利用方針（案）
について
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5．長期的な港湾空間利用方針（案）

5-１.港湾空間利用の考え方

【港湾空間利用方針（ゾーニング）とは】
◆ 限られた港湾空間を計画的・効率的に利用するため、港のエリアを用途や機能（ゾーン）ごとに区分するもの。

ゾーニングの基本的な分類

分類 凡例 利用の内容

物流関連ゾーン 物流ターミナルとして利用するふ頭用地、倉庫用地等

交流拠点ゾーン
観光やイベントなど、港湾を通じた国内外の様々な交流活動を推
進するエリアや施設用地

生産ゾーン 港湾に関連した生産・加工工場等の敷地、そのための専用ふ頭

エネルギー関連ゾーン 石油、ガス等危険物を取り扱う用地、そのための係留施設等

緑地レクリエーションゾーン
海洋性レクリエーションのための海浜やマリーナ、港湾関係者や地
域住民が利用する緑地等

環境保全ゾーン 自然環境や景観の保全・再生を図る空間

船だまり関連ゾーン 作業船、ポートサービス船、観光庁船、漁船等を係留する空間

将来構想 将来の港湾需要に応じて、開発・利用を図る空間

【仙台塩釜港のゾーニングの基本方針】
◆ 仙台塩釜港に対する多くの要請を「総合港湾」として一元的に受け止め、全体的に空間利用の効率化を図る。
◆ 具体の機能配置においては、現有機能を十分考慮するほか、「総合港湾」における連携・補完の考え方に基づき、
既存ストックを最大限に活用することで、新たな空間利用（開発）を最小限とする。

◆ なお、新たな空間利用においては、長期的な需要見通しを踏まえ、適切に配置するとともに、周辺環境への配
慮、自然環境との調和に留意する。
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5-２.空間利用計画（案） 仙台港区

エネルギー
関連ゾーン 環境保全ゾーン

物流関連
ゾーン

物流関連
ゾーン

生産ゾーン
交流拠点ゾーン

緑地レクリエーションゾーン

環境保全ゾーン

将来構想

緑地レクリエーションゾーン

機能区分 機能配置（空間利用）の考え方

物流関連
ゾーン

【中野地区（雷神埠頭～高松埠頭の公共埠頭とその背後）】
・現有機能である物流関連ゾーンに位置づける
・ユニット・バルク貨物の混在解消に向け、施設の再配置を
図る
【向洋地区】
・現有機能である物流関連ゾーンに位置づける
・更なる貨物増加に対応するため、南防 堤沿いの沖合に
展開を図る

生産ゾーン 【中野南地区】
・今後とも生産ゾーンとして機能を維持する

中野地区

中野南地区

栄地区

湊浜地区

向洋地区

機能区分 機能配置（空間利用）の考え方

エネルギー
関連ゾーン

【栄地区】
・宮城・東北の生産活動や市民生活を支えるエネルギー
関連ゾーンとして機能を維持する

交流拠点
ゾーン

【中野地区西エリア】
・今後とも交流拠点ゾーンとして機能を維持する

緑地レクリ
エーション
ゾーン

【向洋地区】
・海洋性レクリエーションなど、人々が憩い休息できる
場として、海浜の維持及び利便性の向上を図る

環境保全
ゾーン

【蒲生干潟】【湊浜地区】
・蒲生干潟及び周辺地区は、自然環境保全ゾーンに位置
づけ、その環境保全に努めていく 41

5．長期的な港湾空間利用方針（案）

船だまり関連ゾーン



5-２.空間利用計画（案） 塩釜港区

生産ゾーン

生産ゾーン

船だまり関連ゾーン

船だまり関連ゾーン

物流関連
ゾーン

交流拠点ゾーン

緑地レクリエーションゾーン

エネルギー
関連ゾーン

エネルギー
関連ゾーン

貞山地区

東宮地区

代ケ崎地区

港地区

一本松地区

中の島地区

港貞山地区

機能区分 機能配置（空間利用）の考え方

物流関連
ゾーン

【貞山地区・港貞山地区】
・現有機能である物流関連ゾーンに位置づける
・物流ニーズを踏まえ、適正なバース規模を確保する
【東宮地区】
・現有機能である物流関連ゾーンに位置づける

生産ゾーン 【港地区・東宮地区】
・今後とも生産ゾーンとして機能を維持する

エネルギー
関連ゾーン

【一本松地区・代ケ崎地区】
・一本松地区の危険物取扱用地、代ケ崎地区の工業用地
は、仙台都市圏の生産活動や市民生活を支えるエネル
ギー関連ゾーンとして機能を維持する

交流拠点
ゾーン

【港地区】
・港奥部の観光桟橋周辺の空間は観光客のみならず、地
域住民にも親しまれる快適な港湾空間を形成し、みなとま
ち塩釜の活性化に貢献する交流拠点ゾーンに位置づける

機能区分 機能配置（空間利用）の考え方

緑地レクリ
エーション
ゾーン

【港地区】
・環境と景観に配慮した水辺空間の整備を促進する緑地・レクリエー
ションゾーンに位置づける
【中の島地区】
・歴史遺産の貞山運河を活かしたプレジャーボート収容機能を維持
する

船だまり関
連ゾーン

【港貞山地区】
・海上保安基地として巡視船艇及びポートサービス船等の集約を図
る船だまり関連ゾーンに位置づける
【東宮地区・代ケ崎地区】
・現有機能どおり漁船等を中心とした船だまり関連ゾーンに位置付
ける

環境保全
ゾーン

・特別名勝松島保護区を自然環境保全ゾーンに位置づけ、みなとま
ち塩釜の活性化に貢献する場として、その利用を促進していく

船だまり
関連ゾーン
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緑地レクリエー
ションゾーン

5．長期的な港湾空間利用方針（案）

環境保全ゾーン



5-２.空間利用計画（案） 石巻港区

交流拠点ゾーン

緑地レクリエーションゾーン
緑地レクリエーションゾーン

生産ゾーン 生産ゾーン

物流関連
ゾーン

船だまり
関連ゾーン

船だまり
関連ゾーン

物流関連
ゾーン

雲雀野地区

釜地区

内港地区

大曲地区

機能区分 機能配置（空間利用）の考え方

物流関連ゾーン 【雲雀野地区】
大型バルク船に対応した物流関連ゾーンに位置づける
【釜地区】
現有機能を維持する物流関連ゾーンに位置づける

生産ゾーン 【釜地区東エリア】
木材関連・飼料関連等の企業が立地しており、地域の生産拠
点として、今後も生産ゾーンに位置づける
【釜地区西エリア】
木材・木製品関連や鉄鋼・金属製品関連企業が立地しており、
地域の生産拠点として、今後も生産ゾーンに位置づける
【雲雀野地区】
既存企業の生産活動の拡大、新規企業誘致に対応する生産
ゾーンに位置づける

機能区分 機能配置（空間利用）の考え方

緑地レクリエー
ションゾーン

【雲雀野東エリア】
水際線の開放による親水空間として利用す
る緑地レクリエーションゾーンに位置づける
【雲雀野西エリア】
耐震強化岸壁と連携して広域防災拠点を形
成する緑地レクリエーションゾーンに位置づ
ける

交流拠点ゾーン 【内港地区】
既存機能と連携した交流拠点ゾーンに位置
づける

船だまり関連
ゾーン

【釜地区】
水面貯木場を転用し、作業船等を収容する船
だまり関連ゾーンに位置づける
【大曲地区】
既存の漁船施設を維持するとともに、新たに
プレジャーボート等の収容を図る船だまり
ゾーンに位置づける 43

5．長期的な港湾空間利用方針（案）



5-２.空間利用計画（案） 松島港区

船だまり関連ゾーン交流拠点ゾーン

緑地レクリエーションゾーン

機能区分 機能配置（空間利用）の考え方

交流拠点ゾーン 海岸前地区は、松島観光クルーズの基地として、
機能強化を図る交流拠点ゾーンに位置づける

船だまり関連ゾーン 東浜地区は、漁船等を中心とした既存の船だ
まりを維持する船だまりゾーンに位置づける

緑地レクリエー
ションゾーン

浪打浜地区は、既存緑地を維持する緑地・レク
リエーションゾーンに位置づける

東浜地区

海岸前地区

浪打浜地区
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5．長期的な港湾空間利用方針（案）



６ その他（次回開催予定、連絡事項等）
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仙台塩釜港長期構想 （案）

・次回の開催は、令和８年８～９月頃の開催予定とする。
・今回いただいた意見及びパブリックコメント等を踏まえ、次回は、
仙台塩釜港長期構想（案）を提示する予定。

第２回 委員会
（R７年１１月２８日）

第１回 委員会・幹事会
（合同開催）

（R7年５月２３日）

現地視察
（R７年７月２８、２９日）

仙台塩釜港長期構想策定方針
（２０～３０年後の目指す姿・役割、基本戦略）

・現地視察（４港区の現状、役割を確認、今後求められる課題等について確認）

第２回 幹事会
（R7年１１月５日）

仙台塩釜港の概要 仙台塩釜港の現状

仙台塩釜港の課題
「物流」「防災・施設維持」「環境」「観光・交流」

懇談会の振り返り 港湾を取り巻く環境変化

上位・関連計画

仙台塩釜港長期構想（中間案）
仙台塩釜港のあるべき姿・役割、基本戦略、主要施策、空間利用

６.次回開催予定について
６．その他（次回開催予定、連絡事項等）

第3回 委員会
（R8年3月24日）

第３回 幹事会
（R8年2月13日）

第４回 委員会・幹事会

パブリックコメント
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